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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第86期

第１四半期累計期間
第87期

第１四半期累計期間
第86期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

完成工事高 （千円） 2,019,536 2,452,964 11,708,696

経常利益又は経常損失（△） （千円） △316,092 △208,859 258,910

四半期純損失（△）又は当期純利

益
（千円） △327,284 △137,232 222,649

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 5,178,712 5,178,712 5,178,712

発行済株式総数 （千株） 22,375 22,375 22,375

純資産額 （千円） 15,469,211 16,123,762 16,173,009

総資産額 （千円） 22,281,206 21,396,845 22,959,433

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額

（円） △14.84 △6.22 10.10

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 4.0

自己資本比率 （％） 69.4 75.4 70.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．完成工事高には消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、ギリシャの債務問題から停滞する欧州経済や減速感の強まる中国

経済の影響を受けながらも、原油価格の下落や各種政策の効果から企業業績が改善し、個人消費も持ち直すなど、

緩やかな回復を続けました。

当業界におきましては、橋梁事業では国土交通省発注案件で「技術提案一括審査対象工事」が増加し、一部企業

に受注が集中する傾向は緩和されましたが、１案件に20社以上が応札するなど熾烈な受注競争が続いております。

また高速道路会社発注案件では１工事の規模が大きくなりすぎ、入札に対応できる企業が数社に限定される状況で

す。当第１四半期累計期間の発注量は前年同四半期比では減少したものの、第２四半期以降は中部地区以西を中心

に相当量の発注が見込まれ、前事業年度並みの発注量は想定されますが、引き続き受注確保は厳しい状況が続くと

予想されます。鉄構事業では、「首都圏一極集中」ながら、第２四半期以降多くの大型再開発の着工が予定されて

おります。また発注単価も上昇の傾向にありますが、首都圏では労務単価等の上昇も大きく、採算的に大きな改善

は難しいと予想されます。

このような状況のもとで、当社は昨年度から取り組んでいる対象案件を絞った受注活動を継続し、受注高の伸長

に注力してまいりました。しかしながら、契約が７月にズレ込んだ案件もあり当第１四半期累計期間の橋梁事業の

受注高は前年同四半期の実績に届かない結果となりました。一方鉄構事業では受注予定案件はあるものの、発注元

との正式契約までには至らず受注高は伸び悩みました。

損益面につきましては、橋梁工場製作予定大型鉄構工事の進捗遅れが４月～５月の生産計画に影響し、当第１四

半期決算の数値を悪化させる要因となりました。また、鉄構事業では不採算工事は減少したものの、手持ち工事の

絶対量が不足し固定費の吸収が難しい状態となりました。

これらの結果、当第１四半期累計期間の業績は前年同四半期比では改善したものの、営業利益の確保には至りま

せんでした。

当第１四半期累計期間の業績は、売上高2,452,964千円（前年同四半期比21.5％増）、営業損失266,876千円（前

年同四半期は営業損失347,143千円）、経常損失208,859千円（前年同四半期は経常損失316,092千円）、四半期純損

失137,232千円（前年同四半期は四半期純損失327,284千円）であります。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　橋梁事業

橋梁事業における当第１四半期累計期間の売上高は1,923,469千円（前年同四半期比38.3％増）、セグメント損

失は194,140千円（前年同四半期はセグメント損失372,755千円）となりました。また、当第１四半期累計期間の受

注高は2,079,621千円（前年同四半期比8.3％減）となり、当第１四半期会計期間末の受注残高は12,351,825千円

（前年同四半期比29.1％増）となりました。

②　鉄構事業

鉄構事業における当第１四半期累計期間の売上高は529,494千円（前年同四半期比15.8％減）、セグメント損失

は72,736千円（前年同四半期はセグメント利益25,611千円）となりました。また、当第１四半期累計期間の受注高

は166,100千円（前年同四半期比672.3％増）となり、当第１四半期会計期間末の受注残高は1,027,263千円（前年

同四半期比37.0％減）となりました。

 

　当第１四半期会計期間末の総資産は、21,396,845千円で前事業年度末比1,562,588千円の減少となりました。その

主な要因は受取手形・完成工事未収入金の減少によるものであります。負債は、前事業年度末比1,513,341千円減少

し、5,273,082千円となりました。主な要因は短期借入金の減少によるものであります。純資産はその他有価証券評

価差額金は増加したものの、利益剰余金の減少により、前事業年度末比49,247千円減少し、16,123,762千円となりま

した。
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（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

株式会社の支配に関する基本方針について

①　会社の支配に関する基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひ

いては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者であるべきと考えておりま

す。

　そして、当社の企業価値及び株主共同の利益を最大化していくためには、中長期的な観点から、当社の企業価値

を生み出す源泉を育て、強化していくことがもっとも重要であって、当社の財務及び事業の方針は、このような認

識を基礎として決定される必要があるものと考えております。

②　当社を取り巻く経営環境と今後の取り組み

　当社の主力事業である橋梁事業を取り巻く平成26年度の環境は、被災地復興関連の発注が本格化すると期待され

ましたが、前段の工程である下部工の進捗遅れもあり、鋼橋業界の期待する上部工の発注は年度終盤からとなり新

設鋼橋の発注量は前年度割れとなりました。鉄構事業では需要は着実に増加したものの、当社が得意とする超高層

案件は、「首都圏一極集中」がより鮮明となり、地元である関西圏での案件はきわめて少ない状態が続きました。

このような状況のもと、平成26年度は、業績が大幅に悪化した前年度の反省を踏まえ、「赤字からの脱却」に向

け、新たな運営体制へ移行し、営業体制の強化・生産部門の技術力強化・組織力の充実・各現場におけるコスト低

減の徹底等を改めて推進し、１年で黒字転換を達成することができました。

　今後の経営環境は、橋梁事業では新設鋼橋の発注量は例年並みにとどまると予想され、地域的には首都圏での発

注量が減少し、中部地区以西での発注量が増加すると見込まれます。一方で、保全・中大規模改修工事の発注は

徐々に増加すると予想されます。鉄構事業では秋口までの需要は端境期と見なされますが、秋以降は超高層案件の

着工が相次ぎ、需要の上積みが期待され、地域的には「首都圏一極集中」の形相はさらに強まり東高西低の傾向が

継続すると予想されます。

　当社にとっては橋梁事業・鉄構事業ともに課題の多い事業環境が継続しますが、引き続き「安定的な受注の確

保」を最優先課題と位置付けあらゆる対策を講じてまいります。橋梁事業におきましては、保全・中大規模改修工

事の発注が本格化すると予想される中、将来の新しい事業の柱とすべく、保全・中大規模改修工事に対する体制の

構築を急ぎ、取り組みを推進いたします。鉄構事業におきましては、大型のヤードを保有するという当社の特徴を

活かした受注活動に注力し、外注先の活用方法も含めた生産管理体制を一新することにより、事業の安定化に努め

てまいります。また橋梁事業・鉄構事業で永年培われた制震関連製品が順調に育っており、今後は独自技術による

さらなる改善と新たなニーズに適合する新製品の開発に取り組んでまいります。

　平成27年度は、これまでの基本方針である「受注と利益目標の達成」「品質の改善と安全の確保」「多様化する

教育」「保全事業への取り組み」及び「制震関連製品事業の推進」を軸として、「飛躍の年」とし、全社一丸とな

り業績の拡大に取り組んでまいります。

③　会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が支配されることを防止

するための取り組み

　当社は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止するための取り組みとして、平成27年６月25日開催の第86期定時株主総会において、有効期間を平

成28年６月に開催される当社定時株主総会の終結の時までとする平時における「当社株式の大規模買付行為への対

応方針（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を承認いただき導入しております。

④　本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社役員の地位の維持を目的と

するものでないことについて

　本プランは、基本方針の考え方並びに平成17年５月27日に法務省及び経済産業省から公表された「企業価値・株

主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」、平成20年６月30日付の企業価値研究会報告書

「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」及び東京証券取引所の適時開示規則に沿って設計され、こ

れにより、当社株主及び投資家の皆様は適切な投資判断を行うことができますので、本プランが当社の企業価値・

株主共同の利益を損なうものではなく、むしろその利益に資するものであると考えます。
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　また、本プランは、不適切な大規模買付行為に対して、当社取締役会が対抗措置を発動する場合を事前かつ詳細

に開示しており、当社取締役会による対抗措置の発動は本プランの規定に従って行われます。さらに、大規模買付

行為に関して当社取締役会が評価、検討、代替案の提示、大規模買付者との交渉または対抗措置の発動を行う際に

は、外部の専門家等からの助言を得るとともに、当社経営陣から独立した外部の有識者と社外監査役から構成され

る独立委員会の意見を最大限尊重するものとし、独立委員会は、当社取締役の利益をはかることを目的とした助

言・勧告を行ってはならないこととしております。このように本プランには、当社取締役会による適正な運用を担

保するための手続きも盛り込まれています。

　以上から、本プランが当社役員の地位の維持を目的とするものではないことは明らかであると考えております。

 

（3）研究開発活動

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、9,248千円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 65,600,000

計 65,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,375,865 22,375,865
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

単元株式数1,000株

計 22,375,865 22,375,865 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 22,375,865 － 5,178,712 － 4,608,706

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 334,000 － 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,930,000 21,930 同上

単元未満株式 普通株式 111,865 － －

発行済株式総数 22,375,865 － －

総株主の議決権 － 21,930 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

高田機工株式会社
大阪市浪速区難波中

２丁目10番70号
334,000 － 334,000 1.49

計 － 334,000 － 334,000 1.49

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成27年４月１日から平成27

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,596,502 2,019,802

受取手形・完成工事未収入金 8,409,101 6,090,623

有価証券 251,555 50,050

未成工事支出金 136,207 283,150

材料貯蔵品 12,978 14,637

その他 71,201 72,926

貸倒引当金 △26,290 △19,490

流動資産合計 10,451,256 8,511,700

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 4,338,945 4,339,136

減価償却累計額 △3,290,884 △3,305,708

建物・構築物（純額） 1,048,061 1,033,427

機械・運搬具 4,072,063 4,063,799

減価償却累計額 △3,522,746 △3,492,410

機械・運搬具（純額） 549,317 571,388

土地 5,515,583 5,515,583

その他 861,077 859,734

減価償却累計額 △794,788 △780,925

その他（純額） 66,289 78,809

有形固定資産合計 7,179,251 7,199,208

無形固定資産   

ソフトウエア 12,448 16,358

その他 8,924 8,914

無形固定資産合計 21,372 25,272

投資その他の資産   

投資有価証券 4,396,640 4,771,240

従業員に対する長期貸付金 54,084 52,543

前払年金費用 264,081 280,769

その他 665,351 628,343

貸倒引当金 △72,605 △72,232

投資その他の資産合計 5,307,553 5,660,663

固定資産合計 12,508,177 12,885,144

資産合計 22,959,433 21,396,845
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 2,613,584 2,166,571

短期借入金 2,900,000 1,500,000

未払法人税等 33,890 15,353

未成工事受入金 313,002 652,062

賞与引当金 116,665 65,340

工事損失引当金 214,981 189,210

その他 131,862 170,492

流動負債合計 6,323,985 4,759,029

固定負債   

繰延税金負債 352,641 396,230

退職給付引当金 88,073 96,467

その他 21,723 21,356

固定負債合計 462,438 514,053

負債合計 6,786,424 5,273,082

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,178,712 5,178,712

資本剰余金 4,608,706 4,608,706

利益剰余金 5,563,705 5,382,389

自己株式 △141,135 △141,240

株主資本合計 15,209,988 15,028,567

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 963,021 1,095,195

評価・換算差額等合計 963,021 1,095,195

純資産合計 16,173,009 16,123,762

負債純資産合計 22,959,433 21,396,845
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

完成工事高 2,019,536 2,452,964

完成工事原価 2,094,102 2,428,090

完成工事総利益又は完成工事総損失（△） △74,565 24,873

販売費及び一般管理費 272,578 291,750

営業損失（△） △347,143 △266,876

営業外収益   

受取利息 5,532 13,276

受取配当金 32,067 37,855

その他 14,140 18,527

営業外収益合計 51,740 69,659

営業外費用   

支払利息 5,158 4,832

投資有価証券売却損 14,179 －

固定資産除却損 292 4,124

その他 1,059 2,684

営業外費用合計 20,689 11,642

経常損失（△） △316,092 △208,859

特別利益   

投資不動産売却益 － 92,479

特別利益合計 － 92,479

特別損失   

ゴルフ会員権売却損 － 11,480

特別損失合計 － 11,480

税引前四半期純損失（△） △316,092 △127,859

法人税、住民税及び事業税 4,300 4,000

法人税等調整額 6,891 5,373

法人税等合計 11,191 9,373

四半期純損失（△） △327,284 △137,232
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 57,323千円 52,477千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 44,089 2.0 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後とな

るもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 44,083 2.0 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間末後とな

るもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 橋梁事業 鉄構事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 1,390,427 629,109 2,019,536

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 1,390,427 629,109 2,019,536

セグメント利益又は損失（△） △372,755 25,611 △347,143

　（注）　セグメント利益又は損失の合計額は、四半期損益計算書の営業損失と一致しております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 橋梁事業 鉄構事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 1,923,469 529,494 2,452,964

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 1,923,469 529,494 2,452,964

セグメント損失（△） △194,140 △72,736 △266,876

　（注）　セグメント損失の合計額は、四半期損益計算書の営業損失と一致しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（円） 14.84 6.22

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（千円） 327,284 137,232

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 327,284 137,232

普通株式の期中平均株式数（株） 22,044,593 22,041,435

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 

平成27年８月10日

高田機工株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 川井　一男　　　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 北口　信吾　　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る高田機工株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第87期事業年度の第１四半期会計
期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から
平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び
注記について四半期レビューを行った。
 

四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して
四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、高田機工株式会社の平成27年６月30日現在
の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ
せる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は
当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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